
歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 新潟県十日町市

経常収支比率の分析
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

【人件費】

昇給、昇格基準は国の基準以下であり、さらに平成18年、19年度の2年間給与の特例減額（2％）を実施したため経常収支比率については類似団体平均を下回っ

ているが、人口1人当たりの歳出決算額は類似団体平均を上回っているため、今後も職員削減や特例減額の実施により圧縮を進める。

【物件費】

物件費に係る経常収支比率が高くなる傾向にあるのは施設の維持管理委託料と臨時職員賃金の増による部分が大きい。これら物件費の増加は職員人件費の減

少につながるものであるが経常収支比率全体の改善のため、今後はさらに事務事業の効率化等によりこれら物件費を抑制していく必要がある。

【扶助費】

人口１人あたりの歳出決算額は類似団体平均とほぼ同水準で、扶助費に係る経常収支比率については類似団体平均を下回っている。しかしながら高齢化が進む

なか老人福祉費は増加傾向にある。厳しい経済情勢ではあるが雇用創出など総合的な観点から高齢化を減速する対策をとる必要がある。

【補助費等】

補助費等に係る経常収支比率については類似団体平均を下回っているが、人口１人当たりの歳出決算額は類似団体平均を上回っている。厳しい経済情勢を反映

し商工関係経費の補助交付金が増加傾向にあるため、平成19・20年度に補助金見直し検討委員会を組織し補助金全体の見直しを行った。今後は当該委員会の提

言に基づき、緊急性、必要性に応じた補助金交付により補助費全体の抑制を図る。

【公債費】

合併前における景気対策や地域振興のための建設事業を進めたことにより類似団体の平均を上回っている。現在、長期的な財政計画に基づいた地方債の発行

管理や政府資金補償金免除繰上償還の活用、その他計画的な繰上償還を実施し、地方債残高圧縮による公債費の削減を進めている。

【その他】

その他に係る経常収支比率が類似団体平均を大幅に上回っている。要因としては、当市が豪雪地帯であることによる除排雪経費（維持補修費）、簡易水道や下水

道整備などの生活基盤整備を進めてきたことによる公営企業会計への繰出金がそれぞれ多額となっていることがあげられる。今後は公営企業会計の法適用企業

会計への移行や財務体質の改善による経営健全化を進め繰出金の縮減を図る。

【普通建設事業費】

普通建設事業費の人口1人当たりの歳出決算額が類似団体を上回っている。要因としては、市域が広く山間地が多いため効率の低い社会資本整備にならざるを

得ないこと、道路橋りょうの整備改良について融消雪施設の整備が必要になってしまうことなどがあげられる。現在は長期的な財政計画に基づいた地方債の発行管

理を行い、限られた予算のなかで投資効率及び優先度の高いものを選択して整備することにより投資抑制をしており、このため普通建設事業費決算額は下降傾向

にある。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 5,211,466 86,257 78,261 10.2
賃金（物件費） 423,632 7,012 5,458 28.5
一部事務組合負担金（補助費等） 831,343 13,760 7,980 72.4
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 305 5 730 ▲ 99.3
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 177,623 2,940 2,833 3.8
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 181,602 3,006 1,627 84.8
▲退職金 ▲ 813,526 ▲ 13,465 ▲ 9,856 36.6
合計 6,012,445 99,514 87,032 14.3

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 9.30 8.67 0.63
ラスパイレス指数 92.9 97.0 ▲ 4.1

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

4,912,743 81,313 55,960 45.3

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

3,333 55 35 57.1

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 1,184,198 19,600 16,750 17.0
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

205,217 3,397 4,214 ▲ 19.4

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

247,442 4,096 2,207 85.6

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

6,047 100 14 614.3

▲特定財源の額 ▲ 274,156 ▲ 4,538 ▲ 3,860 17.6
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 3,575,075 ▲ 59,172 ▲ 43,688 35.4

合計 2,709,749 44,850 31,632 41.8

※実質公債費比率については1月31日現在の数値

当該団体決算額
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歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 新潟県 十日町市

※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

6,997,030 110,826 233.7 57,030 4.9 228.8

うち単独分 2,558,719 40,528 138.0 37,129 ▲ 3.8 141.8

6,240,059 100,047 ▲ 9.7 56,780 ▲ 0.4 ▲ 9.3

うち単独分 3,099,552 49,695 22.6 34,392 ▲ 7.4 30.0

5,148,935 83,450 ▲ 16.6 60,510 6.6 ▲ 23.2

うち単独分 3,159,744 51,211 3.1 33,757 ▲ 1.8 4.9

4,312,577 70,638 ▲ 15.4 57,376 ▲ 5.2 ▲ 10.2

うち単独分 2,709,623 44,382 ▲ 13.3 32,650 ▲ 3.3 ▲ 10.0

6,297,276 104,228 47.6 70,789 23.4 24.2

うち単独分 4,124,909 68,273 53.8 40,880 25.2 28.6

過去５年間平均 5,799,175 93,838 47.9 60,497 5.9 42.0

うち単独分 3,130,509 50,818 40.8 35,762 1.8 39.0
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